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Ⅰ.平成２４年度 中間期 決算概要
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（注） 1．23/9期は、一般貸倒引当金繰入額▲23億円と個別貸倒引当金繰入額▲0億円の合計▲24億円を、貸倒引当金戻入益に計上

2．連結粗利益 =（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）

3．（▲）は損失項目

紀陽ホールディングス連結決算の概要紀陽ホールディングス連結決算の概要

・資金利益は前年同期比６億円減少したものの、その他業務利益が１０億円増加し、連結粗利益は前年同期比４億円増加。

・経常利益は前年同期比４億円減少の７３億円であるが、前中間期に計上した退職給付制度改定益がなくなり、中間純利益は前年同期比

１６億円減少の４０億円となる。

・資金利益は前年同期比６億円減少したものの、その他業務利益が１０億円増加し、連結粗利益は前年同期比４億円増加。

・経常利益は前年同期比４億円減少の７３億円であるが、前中間期に計上した退職給付制度改定益がなくなり、中間純利益は前年同期比

１６億円減少の４０億円となる。

▲24－24貸倒引当金戻入益 （注１）10

うち個別貸倒引当金純繰入額（▲）

うち貸出金償却（▲） ▲411158

+1515－9

▲189償却債権取立益11

項目

4

3

中間純利益

法人税等調整額（▲）

特別損益

経常利益

株式関係損益

不良債権処理額（▲）

一般貸倒引当金繰入額（▲）

営業経費（▲）

連結粗利益

56

32

14

14

77

▲28

16

－

211

2

37

258

297

23/9期
実績

▲47313

前年同期比

うち退職給付制度改定益

その他業務利益

役務取引等利益

資金利益

▲164017

▲62616

▲14－15

▲14▲014

+10▲1812

+12287

▲12▲126

▲52065

+1012

▲136

▲62522

+43011

24/9期
実績

（億円）

与信コスト総額（▲） ▲20 +26618

（紀陽ホールディングス連結）

２５年３月期

通期業績予想

経常利益 １２９億円

（前期比 ▲１７億円）

【進捗率５６．８％】

当期純利益 ７７億円

（前期比 ＋１億円）

【進捗率５２．５％】

２５年３月期

通期業績予想

経常利益 １２９億円

（前期比 ▲１７億円）

【進捗率５６．８％】

当期純利益 ７７億円

（前期比 ＋１億円）

【進捗率５２．５％】
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紀陽銀行の業績概要紀陽銀行の業績概要

･資金利益は減少したものの、債券関係損益が改善したことなどにより、業務粗利益は前年同期比２億円増加。

･中間純利益については、与信費用を保守的に計上したこと等により、前年同期比１５億円減少の４６億円となる。

･資金利益は減少したものの、債券関係損益が改善したことなどにより、業務粗利益は前年同期比２億円増加。

･中間純利益については、与信費用を保守的に計上したこと等により、前年同期比１５億円減少の４６億円となる。

(注) １．23/9期は、一般貸倒引当金繰入額▲22億円と個別貸倒引当金繰入額▲2億円の合計▲24億円を、貸倒引当金戻入益に計上

2．（▲）は損失項目

（億円）

＋７
▲０

＋７

＋４３７

▲０．０４％

平残

利回り
預金等

▲５
＋２

▲７

＋４１５

▲０．１５％

平残

利回り
有価証券

▲７

損益

＋３

▲１０

＋３０４

▲０．０９％

平残

利回り
貸出金

影響前年同期比要因

▲24－24うち貸倒引当金戻入益 （注１）12

▲14－14うち 退職給付制度改定益17

▲246うち償却債権取立益13

+10▲18▲28うち株式関係損益14

項目

4

5

3

中間純利益

法人税等調整額（▲）

特別損益

経常利益

臨時損益

コア業務純益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（▲）

経費（▲）

業務粗利益

うち債券関係損益

+87▲1その他業務利益

2

+16101858

▲484889

61

33

14

81

10

▲3

－

193

▲3

22

257

279

23/9期
実績

▲67515

前年同期比

うち不良債権処理額（▲）

役務取引等利益

資金利益

▲154619

▲72618

▲14▲016

+102011

▲23▲2610

▲11▲117

▲21916

+85

▲121

▲5252

+22811

24/9期
実績

与信コスト総額（▲） ▲22 +26420

与信コスト総額については、前年度下

期より予想損失率の計算方法を見直し

たことに加え、取引先の経営改善計画

の進捗状況を厳格に査定しランクダウ

ンを進める等の方法により、与信管理

の強化に努めていることにより増加とな

る。

貸出金利息は、平均残高が３０４億円

増加したものの、利回りが０．０９％低下

したため、前年同期比７億円の減少。

一方、預金等利息は、利回りが０．０４％

低下し、７億円の費用が減少。

資金利益増減要因

（紀陽銀行単体）
（億円）

（注）損益は、預金等の費用の減少をプラス表示している
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Ⅱ.営業の状況について
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預金者別残高推移 （譲渡性預金を含む） 地域別預金等残高推移 （譲渡性預金を含む）

25,275 25,563 25,974 26,155

6,218 6,244
6,539 6,472

1,610
2,097 1,579

26,52026,433

7,3266,742

1,637
1,979

2,653

34,148
33,418

34,610 35,155
34,207

35,484

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

（億円）
個人 法人 公共関連等

※公共関連等は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人、金融機関等

預金預金等等の状況の状況

・引き続き、基盤となる個人預金と法人預金残高は、増加基調を維持している。

・特に大阪府南部エリアでの取引メイン化を推進しており、前年同期末比和歌山県は２．９％の増加、大阪府では６．１％増加。

・引き続き、基盤となる個人預金と法人預金残高は、増加基調を維持している。

・特に大阪府南部エリアでの取引メイン化を推進しており、前年同期末比和歌山県は２．９％の増加、大阪府では６．１％増加。

24,990 24,467 25,285 25,008

8,330
8,327

8,573 8,566

623
752

25,74325,844

9,0938,666

645
826 633

647
34,148

33,418
34,610 34,207

35,155 35,484

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

（億円）
和歌山県 大阪府 奈良・東京・インターネット

前年同期末比＋1,277億円（+3.7%） 前年同期末比＋1,277億円（+3.7%）
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13,057 13,271 13,297 13,478

8,544 8,676 8,814 8,915 8,988 8,936

2,913 2,650 2,939 2,655

13,88013,617

2,7782,856

24,515 24,598
25,051 25,049

25,462 25,595

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

（億円） 事業性 消費者ローン 公共関連

貸出先別残高推移

貸出金の状況貸出金の状況

※公共関連は、地方公共団体、地方公社、その他独立行政法人等

・貸出先別では、前期末に比べ、消費者ローンは減少しているが、事業性は増加しており、貸出金全体でも増加している。

・前期末に比べ、中小企業向けが３１億円減少しているが、「中小企業」から「大・中堅企業」への区分変更が約１００億円含まれている。

・貸出先別では、前期末に比べ、消費者ローンは減少しているが、事業性は増加しており、貸出金全体でも増加している。

・前期末に比べ、中小企業向けが３１億円減少しているが、「中小企業」から「大・中堅企業」への区分変更が約１００億円含まれている。

規模別貸出金の状況

7,810 7,874 7,969 8,059 8,122 8,090

10,881 11,232 11,327 11,400

3,242 3,167 3,171 3,265 3,361 3,593

2,580 2,323 2,582 2,324 2,503 2,467

11,474
11,443

24,515 24,598
25,051 25,049

25,462 25,595

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

22/3末 22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

（億円）
個人 中小企業 大・中堅企業 地方公共団体

従業員数や資本金等の変化

で「中小企業」から「大・中堅

企業」へ１００億円程度移行。

前年同期末比＋546億円（+2.1%） 前年同期末比＋546億円（+2.1%）
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359 336

5,921

7,9167,644

2,301

2,397 2,135
420

170173

169

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

23/3末 24/3末 24/9末

（億円）
投資信託等

株式

外国債券（ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債）

国内円貨債

▲ 39

58
51 48

160

123

49

23

39

▲ 16

12

▲ 5

▲ 20
▲ 16

▲ 26

188

225

27

▲ 100

▲ 50

0

50

100

150

200

23/3末 24/3末 24/9末

（億円） 国内円貨債

外国債券（ﾕｰﾛ円債+ｻﾑﾗｲ債+外債）

株式

投資信託等

保有目的変更にかかる評価差額

有価証券合計

有価証券の状況有価証券の状況

評価損益推移（その他有価証券） 有価証券残高の推移 （取得原価ﾍﾞｰｽ）

合計
8,812

合計
10,573

合計
10,556

・有価証券の含み益が２２５億円まで拡大した。
・今後もデュレーションを４年程度におさえ、金利リスクを抑制する方針である。

・有価証券の含み益が２２５億円まで拡大した。
・今後もデュレーションを４年程度におさえ、金利リスクを抑制する方針である。

1.45％

４．４年

23/3末

1.29％

４．０年

24/3末

３．８５年債券デュレーション（期末）

有価証券全体利回り（期中） 1.11％

24/9末
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預貸金利鞘預貸金利鞘の状況の状況

・貸出金利回りは、当初の予想以上に低下し、前期比▲０．０７％となった。

・２５年度までは、期間の長い定期預金の満期が順次到来するため、預金利回りは、今後さらに低下する見通し。

・貸出金利回りは、当初の予想以上に低下し、前期比▲０．０７％となった。

・２５年度までは、期間の長い定期預金の満期が順次到来するため、預金利回りは、今後さらに低下する見通し。

預貸金利回りの地銀平均との比較（国内業務）

0.27
0.22

0.13

1.07
1.06

0.16

1.12
1.09

0.64

0.54

0.56

0.59

1.74

1.66 1.67
1.63

1.76

1.83
1.88

2.01

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

22/3期 23/3期 24/3期 24/9中間期

（%） 貸出金利回り

預貸金利鞘

経費率

預金等利回り

預貸金利鞘（国内業務）の推移

預貸金利回り差

貸出金利回りの推移

0.27

0.22

0.13

0.16

0.24

0.12

0.17

0.09

0.18

0.12

0.08
0.06

0.05

0.15

0.25

22/3末(通期） 23/3末（通期） 24/3末（通期） 24/9末（半期）

（％）

当行 近畿地銀平均 地銀平均

2.01

1.88

1.76

1.831.89

1.69

1.78

1.59

1.94

1.83

1.72

1.62

1.50

2.00

22/3末（通期） 23/3末（通期） 24/3末（通期） 24/9末（半期） 

（％）

当行 近畿地銀平均 地銀平均

預金等利回りの推移

※近畿地銀平均、地銀平均ともに第一地銀のものであり、公表資料に基づき、当社が集計。

（集計につき、加重平均を行う際の資料として期中平残の開示のない銀行は、期初・期末の残高の合計を１／２して算出している）
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20 24 19 20

165 177 172 174

179
188 187 187

364
390 379 381

65.5%

61.9%

66.3%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期予想

（億円）

0.0%

30.0%

60.0%

90.0%
人件費

物件費
税金

ＯＨＲ

経費・ＯＨＲの推移

・今期の物件費は、通期で増加予想としているが、上期段階では予想を下回る水準に抑制できている。

・新店舗開設やＢＣＰ関連の投資を進め、２７年３月期までは物件費は若干増加するが、ＯＨＲは６５％程度で推移する見通し。

・今期の物件費は、通期で増加予想としているが、上期段階では予想を下回る水準に抑制できている。

・新店舗開設やＢＣＰ関連の投資を進め、２７年３月期までは物件費は若干増加するが、ＯＨＲは６５％程度で推移する見通し。

経費の状況経費の状況

(   ) 内は業務粗利益

（589）

（588）
（579）

ＯＨＲ

65%程度

上期
実績

上期
実績

11

86

95

193

24/3期（実績）

19

172

187

379

11

86

93

191

25/3期（予想）

20

174

187

381

+1税金

24/3期
比

+2

0

+2

人件費

物件費

合 計

（億円）

経費の推移

・平成２５年４月以降の入行予定の採用は１２０～１７０名程度とす
る見通し。

・現状の人員を効率的に配置し、人員数について横這いから微減の
見通し。



10

預かり資産販売の状況預かり資産販売の状況

357

557

461

265

76

339

171

209

622
633

800

380

730

0

200

400

600

800

22/3期 23/3期 24/3期 24/9中間期

（億円）

個人年金保険・一時払終身保険等

投資信託等

投資信託・個人年金保険等販売高

・預かり資産販売額は、一時払終身保険商品の販売制限や予定利率引下げ等の影響により、前期に比べ減少。

・２４年１０月より営業体制を見直し、預かり資産販売担当者の役割を明確化することで、より高い専門性を有する人材を育成していく。

・預かり資産販売額は、一時払終身保険商品の販売制限や予定利率引下げ等の影響により、前期に比べ減少。

・２４年１０月より営業体制を見直し、預かり資産販売担当者の役割を明確化することで、より高い専門性を有する人材を育成していく。

役務取引等利益の推移

63

13 18 16

7 2
9

▲ 44 ▲ 45 ▲ 46 ▲ 46

65

92

64

3940

44 45

▲ 60

▲ 30

0

30

60

90

120

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期

(億円)

役務取引

等収益

役務取引

等収益
役務取引

等利益

役務取引

等利益

役務取引等費用

個人年金保険等

関連手数料

投資信託関連

手数料

85 84
91

当初予想

為替手数料等

下期３５０億円

の販売を見込む
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与信コストの状況与信コストの状況

62 58
63 60

74

42 42

70

0.17%0.17%

0.31%

0

50

100

150

(億円)
与信費用（一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額）

不良債権処理額

与信費用比率＝(一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額)/貸出金平残

与信費用（償却債権取立益除く）の状況 与信費用の実績内訳と予想

22/3期 23/3期 25/3期(予想)

・中間期では、与信コスト総額が前年同期比２６億円の増加。

・通期の与信コストは、金融円滑化法の終了も見据え、６０億円程度を見込んでいるが、上期時点では引き続き低水準に留まっている。

・中間期では、与信コスト総額が前年同期比２６億円の増加。

・通期の与信コストは、金融円滑化法の終了も見据え、６０億円程度を見込んでいるが、上期時点では引き続き低水準に留まっている。

24/3期

25/3期業績予想

では、0.28%程度。

（注）与信コスト総額は、一般貸倒引当金繰入額と不良債権処理額の合計に、
貸倒引当金戻入益・償却債権取立益等の与信関連損益を加味している。

－－－26貸倒引当金戻入益ほか③

25年3月期24年3月期

31

11

3

31

28

63

▲20

42

通期
実績

▲22

6

1

－

9

10

－

10

上期
実績

604
与信コスト総額（注）
①－②－③

104償却債権取立益②

1

14

4

20

▲11

9

上期
実績

通期
見込

（億円）

債権売却損等

個別貸倒引当金
純繰入額

貸出金償却

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額 10

60

70与信費用①
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金融円滑化対応先の金融円滑化対応先の状況状況

・金融円滑化対応先のうち、「合実計画」を策定し、２４年９月現在で債務者区分が要注意先（要管理先除く）の貸出が５７６億円ある。

・「合実計画」策定先については、モニタリングを実施し、債務者区分の見直しも進めており、潜在的な与信コストは限定的と見込まれる。

・金融円滑化対応先のうち、「合実計画」を策定し、２４年９月現在で債務者区分が要注意先（要管理先除く）の貸出が５７６億円ある。

・「合実計画」策定先については、モニタリングを実施し、債務者区分の見直しも進めており、潜在的な与信コストは限定的と見込まれる。

金融円滑化対応した先の状況 要注意先（要管理先除く）で「合実計画」策定先の状況

３９先

２５先

１４先

２０５先

２１９先

２４４先

先数

▲１９億円４９億円
計画進捗が「注視」先とモニタリ
ング時期が未到来先等の合計

（①＋②）

▲１０億円２４億円
モニタリング時期が未到来
先等②

▲９億円２４億円計画の進捗が「注視」①

▲２１８億円５２７億円
計画の進捗が「順調」
「概ね順調」
※計画の進捗が８０％以上の先

▲２２７億円５５２億円モニタリング実施先

▲２３７億円５７６億円
その他要注意先で「合実計画」
がある先

未保全額貸出金モニタリング実施状況

２，１８３先

１００先

７１１先

１２６先

２４４先

１，１２８先

１１８先

先数

５７６億円うち計画策定先

１１２億円正常先

１００億円実質破綻先 破綻先

金額債務者区分

１，７３９億円合計

４８７億円破綻懸念先

１１７億円要管理先

９２２億円
要注意先

（要管理先を除く）

（平成２４年９月末現在）債務者が中小企業である場合
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不良債権の状況不良債権の状況

283 245 227 226

572 627 625 625

87 78

915

70 77

3.79%

3.58%
3.74%

3.58%

943 950
923 929 915

0

500

1,000

1,500

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末 25/3末

（億円）

0.00%

2.00%

4.00%

・金融再生法ベースの不良債権残高は、前期末比６億円増加の９２９億円となった。

・引き続き経営改善支援の取り組みなどを行っており、不良債権比率については緩やかな低下を見込む。

・金融再生法ベースの不良債権残高は、前期末比６億円増加の９２９億円となった。

・引き続き経営改善支援の取り組みなどを行っており、不良債権比率については緩やかな低下を見込む。

金融再生法開示債権 開示債権の増減要因 （金融再生法ベース）

金融再生法開示債権比率

破産更生等債権

要管理債権

危険債権

24/9期

実績

923

▲27

113

96

37

10

256

229

24/3期

実績

929

+6

75

28

11

0

114

120

25/3期計画

915

▲8

238

230

950

+7

140

96

38

10

285

292

23/3期

実績

不良債権額

増減

回収他

ランクアップ

部分直接償却

売却

減少

新規発生等増加

（億円）

（計画）
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Ⅲ.中期経営計画の進捗状況について
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紀 陽 銀 行 の 基 本 方 針

「お客様から選ばれ続ける銀行」「お客様から選ばれ続ける銀行」

お客様の満足を第一とする心（ハート）を大切にし、お客様の良き相談相手として

知恵（ブレイン）を絞り、汗をかき行動する（アクション）銀行を目指します。

第第３３次中期経営計画次中期経営計画

「大阪府南部から和歌山県に強固な営業基盤を有する地域の
トップ地銀」への着実な変身

公的資金完済とその後の安定的な内部留保蓄積を可能とする
収益力の確保

地域内での存在感を高め、営業基盤である地元経済の成長を

促す「強力なリレバン推進」

第３次中期経営計画

における主要テーマ

第３次中期経営計画

における主要テーマ

①大阪府南部を中心とした営業基盤の強化

②顧客満足度向上に向けた営業体制の変革

③経営管理態勢の強化

④ＣＳＲ活動推進等による存在感の向上

主
要

戦
略

目指すべき

銀行像
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第３次中期経営計画の第３次中期経営計画の数値目標数値目標

（うち個人＋一般法人の残高）

不良債権比率健全性

ＯＨＲ （注２）効率性

コア業務純益ROA（注１）
収益性

コア業務純益

投資信託残高（末残）

（うち消費者ローン残高）

貸出金残高（末残）

預金等残高（譲渡性預金含む）（末残）

規模

目標項目

銀
行

単
体

当期純利益

健全性
Ｔｉｅｒ１比率

自己資本比率

収益性

目標項目Ｈ
Ｄ

連
結

34,500億円 以上

3.5% 未満

65% 程度

0.50% 以上

200億円 以上

1,850億円 以上

9,300億円 以上

26,000億円 以上

36,000億円 以上

27/3期計画

24/9期実績
24/3期実績

（計画始期） 24/3期比

9.00%

11.63%

76億円

8.24%

10.75%

（半期）40億円

▲0.76%

▲0.88%

－

8% 以上

11% 程度

90億円 以上

27/3期計画

(注３) 公的資金（残り161億円） 完済後を想定（現行規制ベース）

（注３）

（注1）コア業務純益ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産期中平均残高（年率ベース）

（注2）ＯＨＲ＝経費÷業務粗利益

（注３）

24/3期比

3.58%

68.01%

0.43%

（半期）84億円

1,459億円

8,936億円

25,595億円

33,846億円

35,484億円

24/9期実績

3.58%

65.51%

0.50%

190億円

1,538億円

8,988億円

25,462億円

33,176億円

35,155億円

24/3期実績

（計画始期）

+0.00%

+2.50%

▲0.07%

－

▲79億円

▲52億円

+133億円

+670億円

+329億円
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大阪府内の預金・貸出金の推移

大阪府内の取引大阪府内の取引状況状況

・大阪府南部を和歌山県と並ぶ地元と位置づけ、２４年７月には大阪本部を設置し、営業基盤の強化に努めている。

・個人、法人ともに総合取引の拡充を図り、預金、貸出金とも順調に増加している。

・大阪府南部を和歌山県と並ぶ地元と位置づけ、２４年７月には大阪本部を設置し、営業基盤の強化に努めている。

・個人、法人ともに総合取引の拡充を図り、預金、貸出金とも順調に増加している。

6,333 6,561 6,807 6,931

1,695 1,881 1,858 2,161

8,028 8,442 8,666 9,093

0

5,000

10,000

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末

（億円）

大阪府南部 大阪市周辺

2,566

4,108

2,4592,3362,2602,197

3,8253,5713,3723,201

5,398 5,632 5,907 6,284 6,674

0

5,000

22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

(口座数)

給与振込元請け 総合振込元請け

6,120 6,350 6,548 6,593

5,677 5,868 6,228 6,317

11,798 12,218 12,777 12,910

0

5,000

10,000

15,000

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末

（億円）

大阪府南部 大阪市周辺

大阪府内のメイン口座数の推移（給与振込・年金振込）

預金残高（譲渡性預金を除く）

貸出金残高

60,258

38,027

58,90559,26858,21158,404

37,38937,22536,74636,594

94,998 94,957 96,493 96,294 98,285

0

100,000

22/9末 23/3末 23/9末 24/3末 24/9末

(口座数)
給与振込口座 年金振込口座

大阪府内の元請け先数推移（給与振込・総合振込）

個人取引のメイン化を図るため、三菱東京ＵＦＪ銀行のATM利用手数料をキャッシュ

バックする等キャッシュポイントの充実を図り、メイン口座の獲得につなげる。

事業性取引のメイン化を図るため、２４年７月に大阪本部を設置し、顧客との接点を

強化。給与振込・総合振込を含めた総合取引拡大を推進。
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大阪府内の貸出法人先数の大阪府内の貸出法人先数の状況状況

1,505 1,565 1,596 1,674

3,0162,931 3,024
2,855

1,000

2,000

3,000

4,000

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末

（先）

法人先数（貸出残高5百万円以上）

法人先数（貸出残高30百万円以上）

・堺・大阪府南部エリア、大阪市周辺エリアともに、貸出先数は順調に増加している。
・第３次中期経営計画の３年間で、貸出金３０百万以上の取引先を堺・大阪府南部と大阪市周辺の合計で５００先以上増加させる。

・堺・大阪府南部エリア、大阪市周辺エリアともに、貸出先数は順調に増加している。
・第３次中期経営計画の３年間で、貸出金３０百万以上の取引先を堺・大阪府南部と大阪市周辺の合計で５００先以上増加させる。

堺・大阪府南部エリアの貸出法人先数 大阪市周辺エリアの貸出法人先数

123 104 114

96 109

219 213

0

100

200

300

400

23/3期 24/3期 25/3期

（億円）
新規先への貸出金実行額（下半期）

新規先への貸出金実行額（上半期）

1,110
1,184 1,256 1,324

1,969

1,758
1,902

1,655

300

1,300

2,300

22/3末 23/3末 24/3末 24/9末

（先）
法人先数（貸出残高5百万円以上）

法人先数（貸出残高30百万円以上）

121
74 94

105
81

202
179

0

100

200

300

400

23/3期 24/3期 25/3期

（億円）
新規先への貸出金実行額（下半期）

新規先への貸出金実行額（上半期）

中期経営計画開始より６ヶ月で合計１４６先増加

新規貸出先に対する貸出金実行額の推移（堺・大阪府南部） 新規貸出先に対する貸出金実行額の推移（大阪市周辺）
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営業推進体制について営業推進体制について

・大阪府内での顧客基盤を強化するため、大阪本部を設置し、顧客接点のある部署への人員を増強した。
・営業体制を見直し、預かり資産販売に特化する担当者と、事業性貸出を中心に総合取引拡大を担う地区担当者に役割を明確化。

・大阪府内での顧客基盤を強化するため、大阪本部を設置し、顧客接点のある部署への人員を増強した。
・営業体制を見直し、預かり資産販売に特化する担当者と、事業性貸出を中心に総合取引拡大を担う地区担当者に役割を明確化。

法人

中心

個人

専門

個人

専門
個人

専門

法人

専門

営業

範囲

個人

中心

法人

専門

営業

範囲

１３６名１２９名１２６名１２５名法人担当

１２２名２４７名２４８名２４８名地区担当

１１８名－－－支店「ＦＡ」

４９３名

２５名

９２名

２４／４

４５２名

－

７９名

２２／４ ２４／１０２３／４

４９４名４９１名合計

２５名２６名営業店支援ＦＡ

９３名９１名資産運用アドバイザー

＜営業人員体制＞

１．大阪本部の設置（平成２４年７月）

２．経営サポート室の人員を増加

３．営業担当者の役割を見直し

４．店舗施策とＡＴＭ拠点

� ピクシス営業室（ビジネスマッチングやＭ＆Ａ等の専門分野を担当する部署）へ渉外担当者を追加し、５名増員の２２名体制とした。

� 金融円滑化法の終了（２５年３月末）に向けて、出口戦略を強化するため、経営サポート室へ２４年７月に３名増員し、１０名体制とした。

� 営業担当者各人のミッションを明確にするために、預かり資産販
売は専門の渉外が担当することとし、法人取引を中心とする地区
担当との役割を分けた。

顧客に対し、高度なサービスが提供でき、アフターフォローの
態勢も充実する。

� 三菱東京ＵＦＪ銀行ＡＴＭの利用手数料をキャッシュバックするなどＡＴＭ利用促進に向けたサービスを拡大。

� 新店舗については、大阪府内へ３店舗程度の出店を計画している。

＜預かり資産販売＞

地区担当は、法人取引を中心とした活動が強化できる。

＜事業性取引＞



20

業務プロセス改革（ＢＰＲ）の推進業務プロセス改革（ＢＰＲ）の推進

無駄な事務・非効率事務の排除・削減標準化

制度・手続きの簡素化簡素化

システムおよび事務機器の活用機械化

オペレーションを顧客へシフト無人化

事務処理のセンター集中集中化

内 容ポイント

セールスツールの整備セールスツール

プロモーション体制の整備プロモーション

法人・個人取引のスキル強化セールス力

店頭営業の配置、法人営業の増員営業担当者

店舗の役割に応じた受入体制顧客受入体制

内 容ポイント

ＢＰＲの目的

・営業店を「事務処理の場から相談・セールスの拠点へ変革」することを目的とした業務プロセス改革を進行中。・営業店を「事務処理の場から相談・セールスの拠点へ変革」することを目的とした業務プロセス改革を進行中。

営業店を「事務処理の場から相談・セールスの拠点へ変革」する

ＢＰＲの推進
ＢＰＲの推進

セールス力の強化
セールス力の強化

営業店を

「事務処理の場から相談・

セールスの拠点へ変革」

する

目標体制

�営業店融資事務要員

120名程度削減

�営業店預金事務要員

200名程度削減

【中計期間後の体制】

�営業店融資事務要員

300名体制

�営業店預金事務要員

５00名体制

【現在の体制】

事務の効率化により、後方事務の担当者を削減事務の効率化により、後方事務の担当者を削減

２７年４月には、事務要員を

３００名以上削減し、効率化

するとともに営業人員の増強

（再配置）等を検討する

２７年４月には、事務要員を

３００名以上削減し、効率化

するとともに営業人員の増強

（再配置）等を検討する
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公的資金返済について公的資金返済について

・２４年９月末の連結自己資本比率は１０．７５％。公的資金を除く自己資本比率は９．８６％となる。

・その他有価証券評価差額金は増加、繰延税金資産も減少しており、資本の質も改善されている。

・２４年９月末の連結自己資本比率は１０．７５％。公的資金を除く自己資本比率は９．８６％となる。

・その他有価証券評価差額金は増加、繰延税金資産も減少しており、資本の質も改善されている。

24/3末比

7.35％

1,332

8.24％

9.86％

1,787

10.75％

18,113

454

161

1,493

1,948

24/9末

7.3％程度

1,339程度

8.2％程度

9.8％程度

1,789程度

10.7％程度

18,200程度

450程度

161

1,500程度

1,950程度

25/3末

予想

+0.11％

+39

▲0.76％

▲0.01％

+24

▲0.88％

+252

▲15

▲154

▲115

▲130

公的資金を除く自己資本比率

公的資金を除く自己資本

6.30％

923

6.30％

公的資金を除くＴｉｅｒ１ 1,2931,130

9.00％8.16％Ｔｉｅｒ１比率

7.24％

9.87％

1,763

11.63％

17,861

469

315

1,608

2,078

24/3末

1,6251,396

9.18％9.52％

うち公的資金（優先株式） 315－

うち Ｔｉｅｒ２

うち Ｔｉｅｒ１

公的資金を除くＴｉｅｒ１比率

9.52％

14,661

479

923

1,396

18/3末

6.38％

10.96％

17,706

498

1,445

1,940

21/3末

自己資本額

自己資本比率

リスクアセット

紀陽ホールディングス連結

▲1.9％8.6％10.5％29.6％36.1％対Tier１比率

9.6％

129

151

対Tier１比率（公的資金除く）

▲41170429333繰延税金資産

13.1％

128

▲3.5％37.9％36.1％

+23▲33630その他有価証券評価差額金

（億円）

公的資金３１５億円のうち

簿価１５４億円を返済

（返済総額は１６６億円）
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Ⅳ.参考資料
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プロフィールプロフィール

資 本 金 ５８３億５，０００万円

株式会社 紀陽ホールディングス株式会社 紀陽ホールディングス

代 表 者 代表取締役社長 片山 博臣

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町一丁目３５番地

設 立 明治２８年５月２日

８００億９，６７５万円

従 業 員 数 （平成２４年９月末） ２，５０９名 （出向者・嘱託行員を含む・パート除く）

１０６ヵ店 （和歌山県内６７ヵ店、大阪府内３６ヵ店、奈良県内２ヵ店、東京都内１ヵ店）

インターネット支店除く

主 要 勘 定 等

（ 平 成 ２ ４ 年 ９ 月 末 ）

預金等残高 （譲渡性預金含む） ３兆 ５，４８４億円

貸出金残高 ２兆 ５，５９５億円

（内、消費者ローン残高） (８，９３６億円）

投資有価証券残高 １兆７３４億円

株式会社 紀陽銀行株式会社 紀陽銀行

代 表 者 代表取締役頭取 片山 博臣

店 舗 数 （平成２４年９月末）

資 本 金

設 立 平成１８年２月１日

本 店 所 在 地 和歌山県和歌山市本町一丁目３５番地
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阪和信用保証株式会社

（信用保証業務）

阪和信用保証株式会社

（信用保証業務）

紀陽リース・キャピタル株式会社
（リース事業・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ・セミナー事業）

紀陽リース・キャピタル株式会社
（リース事業・ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ・セミナー事業）

株式会社 紀陽カード
（クレジットカード業務・JCB/VISA）

株式会社 紀陽カード
（クレジットカード業務・JCB/VISA）

紀陽ビジネスサービス株式会社

（事務代行等）

紀陽ビジネスサービス株式会社

（事務代行等）

株式会社 紀陽カードディーシー
（クレジットカード業務・DC）

株式会社 紀陽カードディーシー
（クレジットカード業務・DC）

【会社概要】

・所在地 和歌山県和歌山市中之島2240番地

・設 立 昭和60年2月1日

・資本金 8,000万円

・代表者 代表取締役社長 阪本 彰央

・従業員 273名（平成24年3月末）

（内、システムエンジニア 200名以上）

・株 主 ㈱紀陽ホールディングス・日本ユニシス㈱

・平成24年3月期 業績

総売上高 3,496百万円

受託先内訳 うち紀陽銀行 約 7億円 (22%)

うち外部一般顧客 約 10億円 (30%)

うち地方公共団体 約 11億円 (33%)

経常利益 195百万円

当期純利益 110百万円

紀陽フィナンシャルグループの概要紀陽フィナンシャルグループの概要

株式会社 紀陽銀行

（銀行業）

株式会社 紀陽銀行

（銀行業）

紀陽情報システム株式会社

（システム・ソフトウェア開発）

紀陽情報システム株式会社

（システム・ソフトウェア開発）

株
式
会
社

紀
陽
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

（
銀
行
持
株
会
社
）

紀陽フィナンシャルグループ各社紀陽フィナンシャルグループ各社
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営業エリア営業エリア ～店舗網～～店舗網～

中紀地区

9店舗

中紀地区

9店舗

和歌山県内

和歌山市内

26店舗

和歌山市内

26店舗

堺・大阪府南部

大阪市周辺

※奈良県内 ２店舗 東京都内 1店舗

紀南地区

6店舗

紀南地区

6店舗

泉州地区

16店舗

泉州地区

16店舗

堺地区

10店舗

堺地区

10店舗

南紀白浜空港

関西国際空港

奈良県内

2店舗

奈良県内

2店舗

紀北地区

15店舗

紀北地区

15店舗

田辺地区

11店舗

田辺地区

11店舗

（平成24年9月末現在）

(堺､高石､泉大津等)

(岸和田､貝塚､泉佐野等)

大阪府

和歌山県

奈良県

兵庫県

京都府
滋賀県

三重県

◎本店

（和歌山市）

出店時期 支店名
S25.6    岬（旧深日）支店(泉州地区）
S30.1 大阪支店(大阪北地区)
S39.7    堺支店(堺地区)
S40.6 住吉支店(大阪北地区)
S42.8 泉北支店(堺地区)
S45.6 平野支店(大阪北地区)
S46.7 東大阪支店(大阪北地区)
S47.6    岸和田支店(泉州地区)
S47.11 鴻池新田支店(大阪北地区)
S47.12 泉ヶ丘支店(堺地区)
S49.7    尾崎支店(泉州地区)
S49.9    鳳支店(堺地区)
S50.3    東貝塚支店(泉州地区)
S51.4    熊取支店(泉州地区)
S51.5    和泉寺田支店(泉州地区)
S51.11 久米田支店(泉州地区)
S51.11 鶴原支店(泉州地区)
S52.7 箱作支店(泉州地区)
S53.11   深井支店(堺地区)
S54.9    羽倉崎支店(泉州地区)
S54.12 水間支店(泉州地区)
S56.7    河内長野支店(泉州地区)
S56.8    中もず支店(堺地区)
S60.10 泉南支店(泉州地区)
H 2.4 東岸和田支店(泉州地区)
H 3.11 八尾南支店(大阪北地区)
H 3.12 北花田支店(堺地区)
H 4.3 和泉中央支店(泉州地区)
H 4.10 日根野支店(泉州地区)
H 5.6 狭山支店(堺地区)
H18.10 大阪中央支店(大阪北地区)
H19.5 泉大津支店(堺地区)
H20.1 大阪東支店(大阪北地区)
H20.2 大阪北支店(大阪北地区)
H20.9    新大阪支店(大阪北地区）
H20.11 北野田支店(堺地区)

大阪府の出店の状況大阪府の出店の状況
大阪北地区

10店舗

大阪北地区

10店舗

(大阪市内､東大阪・八尾)

５,３３７１,５２０１０21/3

６,２２８１,８５８１０24/3

６,３１７２,１６１１０24/9

貸出金残高預金残高店舗数

５,９３２６,０５３２６21/3

６,５４８６,８０７２６24/3

６,５９３

貸出金残高

６,９３１２６24/9

預金残高店舗数

１０,４８８２２,８２５６９21/3

１０,３９１２５,１５９６７24/3

１０,３４９２５,５１５６７24/9

貸出金残高預金残高店舗数

（単位：億円）

（譲渡性預金を含まない）

◎大阪本部

（堺市）
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連結・単体財務損益連結・単体財務損益

（単位：億円）

31

2

21

113

63

▲54

35

265

247

単体

20/9中間期

24

▲2

26

▲50

48

267

265

HD連結

29

47

32

92

97

15

21

255

292

単体

21/9中間期

21

39

41

20

35

256

312

HD連結

64

67

▲19

77

113

39

20

254

314

単体

22/9中間期

54

63

▲10

44

34

256

334

HD連結

61

81

▲22

88

85

▲1

22

257

279

単体

23/9中間期

56

77

▲20

2

37

258

297

HD連結 HD連結単体

4046中間純利益

7375経常利益

64与信コスト総額

84コア業務純益

101業務純益

127その他業務利益

3621役務取引等利益

252252資金利益

301281業務（連結）粗利益

24/9中間期

33,921

1,043

8,332

22,980

32,086

34,073

1,272

8,320

22,906

31,923

35,078

1,295

8,800

23,764

32,686

35,218

1,508

8,781

23,700

32,511

35,891

1,558

9,816

24,598

33,418

36,090

1,745

9,889

24,533

33,327

36,786

1,594

9,945

25,049

34,207

37,036

1,778

10,085

24,984

34,174

38,58638,384総資産（末残）

1,7041,521純資産（末残）

10,84010,734有価証券（末残）

25,52825,595貸出金（末残）

35,40935,484預金等（末残）

※単体は、紀陽銀行単体。ＨＤ連結は、紀陽ホールディングス連結。
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連結・単体財務損益連結・単体財務損益

（単位：億円）

HD連結単体HD連結単体HD連結単体HD連結単体HD連結単体

768666835875142913388当期純利益

1461501121296683▲85▲72106116経常利益

38314128725559438276与信コスト総額

190173186224221コア業務純益

219213212123216業務純益

241238295040▲93▲102176その他業務利益

74446739674083579066役務取引等利益

522521522520511508532528520517資金利益

622579628588629589522483628590業務（連結）粗利益

24/3期23/3期22/3期21/3期20/3期

38,54838,46937,71237,61436,73036,60334,37634,22535,13034,960総資産（末残）

1,8301,6501,6591,4751,5891,3961,2531,0321,4601,230純資産（末残）

10,69110,7098,7628,7819,4579,4758,0148,0279,2389,250有価証券（末残）

25,39224,46224,98525,05124,45524,51523,78523,85622,64622,725貸出金（末残）

34,96035,15534,42434,61033,97534,14831,97932,14032,27232,421預金等（末残）

※単体は、紀陽銀行単体。ＨＤ連結は、紀陽ホールディングス連結。
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連結自己資本の状況連結自己資本の状況

うち公的資金（優先株式）

9.00％

11.63％

17,861

469

315

1,608

2,078

24/3末

8.67％

11.49％

17,742

498

315

1,539

2,038

23/3末

6.30％ 8.24％8.22％8.16％7.76％8.51％Ｔｉｅｒ１比率

161315315315315－

うち Ｔｉｅｒ２

うち Ｔｉｅｒ１

11.58％

15,518

476

1,321

1,797

19/3末

10.65％

16,748

484

1,299

1,784

20/3末

9.52％

14,661

479

923

1,396

18/3末

10.96％

17,706

498

1,445

1,940

21/3末

10.90％

18,008

482

1,481

1,963

22/3末

10.75％

18,113

454

1,493

1,948

24/9末

自己資本額

自己資本比率

リスクアセット

紀陽ホールディングス連結

10.5％

170

128

18.6％

287

8

129333429320290333繰延税金資産

8.6％22.5％29.6％24.6％22.0％36.1％繰延税金資産対Tier１比率

151▲18▲336▲1435530その他有価証券評価差額金

（単位：億円）
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不良債権の不良債権の保全保全状況状況等等

債務者区分遷移表 （残高ベース）
（億円）

８４．１％

５１．３％

８２．４％

１００．０％

保全率

９２９

７７

６２５

２２６

与信額

１４６

９

１１３

２３

引当

７５

０

５２

２２

その他

１４６

３０

８８

２７

不動産担保

１４７４１４６３５金融再生法開示債権合計

３７０３０要管理債権

１０９２６０４０１危険債権

－１５２２０３
破産更生債権及び

これらに準ずる債権

優良担保
優良保証

未保全額担保･保証等

金融再生法開示債権の保全状況 （24年9月末現在） （億円）

※優良担保：預金・有価証券等。

※優良保証：政府、信用保証協会､金融機関、上場有配会社等による保証。

２５，７７５

１６

１８４

５７４

１２６

３，２１６

２１，６５８

計

２９１９６６２３１６１３，２５７２１，５０５２５，６５３合計

１１０００４０２７破綻先

０１８２００００２００実質破綻先

１２９５２９２１６１６２４破綻懸念先

００７１０４１３０１３３要管理先

０３７７３０２，８８８２１５３，３８５要注意先

４０８２３３３４２１，２８７２１，２８１正常先

破綻先実質破綻先破綻懸念先要管理先要注意先正常先総与信債務者区分

２４年９月末総与信２４年３月末

※24/9末の債務者が24/3末でどの債務者区分に属していたかによる遷移。

※新規先（24/3末に与信残高のない先）は期初正常先に含めている。

※部分直接償却後。

５１３

２５７

１８１４９３５３３３４－ＤＯＷＮ

－００２３５２１７ＵＰ
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0

500

1,000

1,500

2,000

(億円)

統合リスク管理統合リスク管理

２４年下期の資本配賦の状況

Tier2
438億円

Tier1
1, 365億円

24/9末自己資本

1,803億円

未配賦資本
540億円

配賦資本
825億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 80億円

市場リスク
470億円

信用リスク

212億円

ｵﾍﾟﾘｽｸ 77億円

未使用資本
425億円

配賦資本

825億円

24年上期
リスク資本配賦

825億円

24/9末リスク量 400億円

未配賦資本 540億円

未使用資本 425億円

6ヵ月3ヵ月3ヵ月12ヶ月保有期間

バーゼルⅡ

粗利益配分手法

（２３年３月末より適用）

99％信頼水準

政策株株式・債券等預貸金
オペリスク

市場リスク
信用リスク

＜リスク計量方法＞ ※流動性預金の平均残存期間は内部モデルを採用

市場リスク 111億円

24年9月末現在（紀陽銀行単体）

信用リスク

275億円

政投株分 73億円

アウトライヤー比率（24年9月末）

内部モデル 3.8%



31

当社株式等データ当社株式等データ

証券会社等

 1%

法人株主等

40%

個人株主等

29%

外国人株主

 6%

金融機関・

ファンド等

 24%

（２４年３月末現在、当社調べ）

発行済株式総数（２４／９期末）

■ 普通株式

７億４，５０１万株

■ 優先株式

２，３００万株

※公的資金優先株２，３００万株

（公的資金優先株式総額１６１億円）

発行済株式総数（２４／９期末）

■ 普通株式

７億４，５０１万株

■ 優先株式

２，３００万株

※公的資金優先株２，３００万株

（公的資金優先株式総額１６１億円）

普通株式の株主構成

株価データ（２４／９期実績に基づく）

■ 期末株価 １１３円 （時価総額 約８４１億円）

■ 配当利回り ２．６５％／年 （年間３円配当）

■ ＰＢＲ ０．５４倍 （１株あたり連結純資産 ２０５．６４円）

■ ＰＥＲ １１．６倍 （１株あたり連結純利益 ９．６７円） ＊２４／３期

■ 潜在株式調整後１株あたり連結純利益 ７．５６円 ＊２４／３期

※連結当期純利益 ２４／３期実績７６億円、２５／３期予想７７億円

株価データ（２４／９期実績に基づく）

■ 期末株価 １１３円 （時価総額 約８４１億円）

■ 配当利回り ２．６５％／年 （年間３円配当）

■ ＰＢＲ ０．５４倍 （１株あたり連結純資産 ２０５．６４円）

■ ＰＥＲ １１．６倍 （１株あたり連結純利益 ９．６７円） ＊２４／３期

■ 潜在株式調整後１株あたり連結純利益 ７．５６円 ＊２４／３期

※連結当期純利益 ２４／３期実績７６億円、２５／３期予想７７億円

格付情報

Ａ－

－

紀陽ホールディングス

Ａ－ＪＣＲ

Ａ－Ｒ＆Ｉ

紀陽銀行

自己株式（普通株式）の取得

１．自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴー３）による取得

２．市場買付による取得枠の設定

平成２４年１１月１３日 ７，３００，０００株取得済み

取得株式総数 ２，５００，０００株（上限）

取得価格総額 ３１２，５００，０００円（上限）

取得期間 平成２４年１１月１６日～平成２５年３月２１日

（平成２４年１１月３０日現在）
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堺市周辺堺市周辺

大阪市、東大阪市

・八尾市周辺

大阪市、東大阪市

・八尾市周辺

【和歌山県への企業進出】

和歌山県外から進出実績は、２２年度は６社、２３
年度は１１社、２４年度は現在のところ３社が決定
（２４年度 和歌山市内０社、紀ノ川流域２社、
紀中・紀南地域１社）

経済トピックス経済トピックス（商工業関連）（商工業関連）

高野山

『北勢田第２工業団地（紀の川市）』

愛知県に本社を置く空調機部品メーカーの進

出が決定。団地５区画のうち最も広い敷地に

約１０億円を投じ工場建設。県内での雇用は

３年間で１１８人を計画。

『紀北エコヒルズ工業団地（橋本市）』

２４年７月、ダグタイル鋳鉄管等を製造販売する大阪市

のメーカーが進出すると発表。

２４年１０月、自動車関連部品を製造する大阪府のメー

カーが新工場の建設を決めた。

上富田町は企業を誘致するため、用地造成事業を始め

る。すでに進出計画がまとまった企業もあり、町はＰＲに

力を入れるとともに用地の拡大を進める。

「紀ノ川企業集積ベルト地帯構想」

企業集積の促進を図るため集積区域５市４町にお
いて、２４年度までに新規企業立地１０７件、製品
出荷額１，０８６億円、新規雇用２，５３９名とする成
果目標を策定。

「和歌山県紀中・紀南地域の基本計画」

２０年９月に企業立地促進法にもとづく国の同意を得
た。

対象区域内の４市１６町１村において、２５年度までの
間に、新規企業立地２９件、製造製品出荷額７５億円
増加、新規雇用６０９名の成果目標を策定。

串本町と和歌山東漁協がマグロ養殖場を串本町に誘致し、２５年春、
２社の養殖場が完成する予定。本州最大級の養殖場となる。

泉州地域泉州地域

橋本市

御坊市

新宮市

串本町

田辺市

白浜温泉

熊野本宮大社

和歌山市

周辺

和歌山市

周辺

紀の川市

南紀白浜空港

米自動車部品大手のテスコが、同社としては

日本初となる生産拠点を大阪府泉佐野市に

開設。（投資額約６億２，０００万円）

ホームセンターのコーナン商事は自社で直輸入した商

品を保管・仕分けする専用の物流センターを新設する。

６２億円を投じて大阪府貝塚市に建設し、２５年２月の

稼働を目指す。新設する「新貝塚流通センター」は３階

建てで延べ床面積９万３，５００平方メートル。

関西国際空港
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南紀白浜空港

堺市周辺堺市周辺

泉州地域泉州地域

大阪市、東大阪市

・八尾市周辺

大阪市、東大阪市

・八尾市周辺

和歌山市

周辺

和歌山市

周辺

イオンモールは、２６年春を目途に和歌山市北部に

ショッピングセンター「イオンモール和歌山（仮称）」

を出店すると発表した。南海電鉄が４月に開業した

和歌山大学駅前付近で、住宅開発が進む「ふじと台

」と呼ばれるエリアに出店する。

経済トピックス経済トピックス（社会・観光関連）（社会・観光関連）

熊野古道

高野山

白浜温泉

関西国際空港と大阪（伊丹）空港の統合法が成
立し、関西圏の空港機能強化が見込まれる。

大阪（伊丹）空港
和歌山県内人口

２４年１０月１日現在の県内推計人口は９８万
７，４８３人で、１７年連続で減少した。減少率
は０．７４％で、前年同期に比べ０．０１ポイン
ト拡大。
転入数から転出数を引いた社会増減数も前
年同期比２，６０６人減で減少幅が拡大した。
県調査統計課は「少子高齢化が進む中で社
会減を抑える施策がより必要になっている」と
みている。

大阪府高石市の南海本線「羽衣駅」前の再

開発が行われる。対象地域は、羽衣駅の敷

地を除いた駅両側の約１．１ヘクタール。現

計画では、駅東側に地上２１階建ての再開

発ビルを建設。２６年度の再開発ビル完成を

目指す。

２７年は高野山が開創されて１２００年目の記

念すべき年を迎える。

高野山では２７年４月２日から５月２１日にか

けて５０日間、「高野山開創１２００年記念大

法会」が執り行われる。開催に向けＰＲ活動を

展開中。

白浜アドベンチャーワールド

那智の滝

関西国際空港対岸の産業用地「りんくうタウ

ン」に国際医療モールを計画。関空を利用し

て来日する海外の富裕層をターゲットに、観

光をセットにした「医療ツーリズム」の拠点施

設とする。２６年度のオープンを目指す。

和歌山県の観光客数
和歌山県は、２４年７～８月の県内主要観光地の観

光客数が約３２１万人だったと発表した。昨年９月の

台風１２号の被害の影響で、一時は県南部を中心に

客足が遠のいていたが、観光客数は個人旅行者を

中心に東日本大震災前の２０１０年とほぼ同じ水準

まで回復してきた。

関西国際空港



34

経済指標経済指標 １１

全国 和歌山 大阪 和歌山
前月比(%) 前年比(%) 前月比(%) 前年比(%) 鉄鋼 機械 化学 繊維 前月比(%) 前年比(%) 前年比(%)

2008年 107.4 2.8 106.2 5.3 106.8 129.0 94.9 83.1 99.0 0.5 4,220 3.8
2009年 103.8 -3.4 104.1 -2.0 76.7 86.0 101.7 65.1 95.2 -3.8 4,240 0.5
2010年 94.4 16.4 101.7 18.9 94.3 129.0 104.1 84.2 83.0 7.9 4,499 25.3
2011年 92.2 -2.3 107.1 5.3 100.5 144.0 109.1 84.9 84.7 2.0 4,747 5.5

      10 94.5 1.8 0.9 103.7 -1.8 -1.6 98.4 120.5 114.3 77.7 82.6 0.2 -0.9 406 -6.8 
      11 92.9 -1.7 -2.9 102.6 -1.1 -1.7 98.6 116.8 109.8 70.6 83.7 1.3 1.7 384 -5.4 
      12 95.0 2.3 -3.0 99.4 -3.1 -6.5 96.9 113.7 108.0 76.5 83.4 -0.4 -0.8 381 -6.2 
2012. 1 95.9 0.9 -1.6 103.2 3.8 -4.5 96.9 152.9 106.0 68.9 84.8 1.7 -2.5 366 -15.1 
      2 94.2 -1.8 1.5 106.2 2.9 -0.1 100.6 136.0 105.9 73.3 78.6 -7.3 -5.2 356 -4.5 
      3 95.6 1.5 14.2 103.5 -2.5 -8.4 102.1 122.0 106.5 74.2 81.2 3.3 -9.5 383 -5.7 
      4 95.4 -0.2 12.9 101.6 -1.8 0.0 98.3 107.4 115.7 84.1 80.8 -0.5 -5.9 344 -17.5 
      5 92.2 -3.4 6.0 96.3 -5.2 -12.6 95.9 107.0 101.0 79.6 80.2 -0.7 0.6 360 -11.2 
      6 92.6 0.4 -1.5 100.0 3.8 -14.4 104.8 103.6 101.0 82.0 80.9 0.9 -6.1 355 -2.3 
      7 91.7 -1.0 -0.8 99.9 -0.1 -8.5 104.3 111.1 98.2 78.5 76.6 -5.3 -8.4 357 -10.7 
      8 90.2 -1.6 -4.6 99.2 -0.7 -9.3 101.7 115.0 101.6 75.1 76.6 0.0 -10.1 360 -6.4 
      9 86.5 -4.1 -8.1 98.3 -0.9 -7.0 94.1 116.1 108.1 77.8 76.8 0.3 -7.3 350 -11.6 

調査機関

年月

粗鋼生産量(千ﾄﾝ)

住友金属工業㈱和歌山製鉄所

鉱工業生産指数（季節調整済）＜2005年平均=100＞

経済産業省 大阪府統計課和歌山県統計課

全国
有効求人倍率 有効求人倍率 有効求職者数 前年比(%) 有効求人数 前年比(%) 有効求人倍率 有効求職者数 前年比(%) 有効求人数 前年比(%)

2008年 1.04 0.90 16,024 -5.8 14,394 2.7 1.26 149,559 -5.4 188,430 -2.3 
2009年 0.88 0.84 15,538 -3.0 13,020 -9.5 0.94 150,662 0.7 141,094 -25.1 
2010年 0.52 0.58 18,697 3.0 10,811 6.3 0.52 209,882 5.1 108,540 6.8
2011年 0.65 0.71 18,465 -1.2 13,110 21.3 0.65 200,905 -4.3 130,948 20.6

      10 0.68 0.72 18,361 -1.8 13,682 10.7 0.68 197,083 -5.0 141,430 16.0
      11 0.69 0.75 16,989 -5.9 13,818 13.1 0.69 189,392 -6.0 140,548 14.1
      12 0.71 0.76 15,385 -6.5 12,728 10.3 0.69 175,462 -5.4 130,476 12.4
2012. 1 0.73 0.76 15,878 -8.9 12,774 4.8 0.70 176,945 -4.7 136,750 11.3
      2 0.75 0.72 16,499 -8.1 13,234 -1.7 0.71 196,531 2.7 140,478 8.2
      3 0.76 0.76 17,836 -8.7 14,212 -0.5 0.73 197,841 -5.3 148,762 8.1
      4 0.79 0.79 18,955 -6.3 13,896 4.6 0.74 209,727 -5.0 143,830 10.8
      5 0.81 0.81 19,196 -4.9 13,631 8.3 0.76 193,443 -11.4 146,425 19.4
      6 0.82 0.81 18,291 -6.4 13,295 5.8 0.79 192,274 -10.8 152,137 22.0
      7 0.83 0.82 17,756 -5.0 13,405 10.0 0.80 190,313 -7.8 151,682 21.6
      8 0.83 0.83 17,206 -7.8 13,887 6.1 0.81 191,952 -6.0 151,679 16.0
      9 0.81 0.81 17,170 -7.8 14,180 5.5 0.80 189,190 -4.3 155,507 14.4

厚生労働省調査機関

年月

労働需給（倍、人）

和歌山

大阪労働局職業安定部和歌山労働局職業安定部

大阪
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経済指標経済指標 ２２
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帝国データバンク調べ
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本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

不確実性を内包するものです。将来の業績は経営環境の変化等に伴い異なる可能性があることにご留意願います。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社 紀陽ホールディングス グループ企画部 広報・ＣＳＲ推進グループ

株式会社 紀陽銀行 経営企画部 広報・ＣＳＲ推進室

〒640-8656 和歌山市本町一丁目35番地 TEL 073-426-7133


